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Ⅰ. 研究の背景と研究目的
2004 年の精神保健福祉改革ビジョン (以下ビジョ
ンと表記) で ｢入院医療中心から地域生活中心｣ と掲
げられている通り, 日本における精神障害者の地域移
行は喫緊の課題である. ビジョンでは, ｢地域で暮ら














会) の機関誌の検討を行っている (末田 2016). それ
によれば, 精神衛生関連団体が精神衛生相談事業に求
めた機能は, 精神病者1)への ｢一切の相談を引き受け
る｣ ｢保健指導乃至教育機関｣ 機能と, ｢社会的動機｣
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論文要旨
本研究の目的は, 日本における 1950 年の精神衛生相談事業制度化に向けて, 戦前の社会事業団体の雑誌上
に精神衛生相談の機能および活動に関してどのような論調があったのかを明らかにすることである.
研究方法は, 歴史研究の方法に基づき, 戦前の社会事業三団体とされる中央慈善協会, 東京府社会事業協会,
大阪府社会事業協会の機関誌 『社会事業』 『社会事業研究』 『社会福利』 (いずれも継続前後誌を含む) の全論
文を検討するとともに, 社会事業史文献調査会編 『社会事業雑誌目次総覧全 16 巻』 の全題目から研究に関連
が想定される論文を抽出し, 分析した.
本研究の結論は以下の 3点である.
第一に, 社会事業関係者が精神衛生相談に求める機能は, 優生学的見地から予防が重視されるなかで, 精神
病の発生を防ぐという国家政策側の立場に沿うものが主流であったが, 精神病者の生活や生命を護るという立
場を意識した面もみられた.
第二に, 精神衛生相談については, 村松常雄の ｢社会事業婦｣ や天達忠雄の ｢社会保健婦｣ などとの関連の
中で示され, 精神病者の生活を視野にいれた援助を意識した, 医療職とは異なる立場の専門職のあり方が論じ
られていた.
第三に, 戦前の精神衛生相談の実践の萌芽は 1930 年代後半にみられ, その実践内容は精神病者の生命や生
活を護るという立場を意識したものであった.
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から発せられた優生思想を背景に, 精神疾患発生の防
止に向けた ｢予防｣ 重視の機能という 2つがあったこ
とが示されている.
1940 年の紀元 2600 年記念全国社会事業大会決議事
項では, 第一部会で ｢精神衛生相談所を拡充すること｣














｢社会事業団体雑誌｣ として分析する. 加えて 『社会








び CINII, 日本福祉大学図書館 OPA等のデータベー
スで ｢戦前｣ ｢精神衛生｣ ｢相談｣ 等のキーワードで検
索を行い関連資料の収集を行った. 検索の対象期間は,
各データベースの収録開始年から 2018 年 3 月末まで



















た田代の先駆的な研究 (田代 1969), 米国および日本
の 1960 年代までの精神科ソーシャルワーカー (PSW,
psychiatric social worker) の歴史を扱った橋本の研
究 (橋本 2012), 戦前の精神衛生関連団体の精神衛生
相談事業制度化への動きを検討した末田の研究 (末田
2016), さらに第二次世界大戦後の ｢PSWの発達｣
を示した柏木 (2002) の研究などがある. 加えて, 戦
後の日本の障害者福祉における ｢相談支援｣ の形成過
程の検討をした中野の研究 (中野 2016) は精神保健
福祉に関連する分野に位置づけられ, 中野は ｢障害者






検討を行った遠藤 (遠藤 1971) や野口の研究 (野口
2011), 中央社会事業協会機関紙の論調の変遷から
｢社会福祉のあゆみ｣ を記述した遠藤 (遠藤 1985),







ており (吉田 1974：17), 本研究でも多くの ｢議論｣




究｣ (1990) 平田の ｢優生学目録｣ (平田 2001) や平
田の ｢ハンセン病社会事業史｣ の研究がみられ (平田
2010), 平田は ｢絶対隔離｣ 以外の ｢治療解放主義｣
の考え方が中央社会事業協会等の民間団体に見られた
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ことを指摘している (平田 2010). さらに戦前日本の
精神病学領域における教育病理学の形成過程を検討し
た山崎は, 1918 年の中央慈善協会の刊行物で ｢精神














分析では第一に, 中野の述べた ｢相談｣ の歴史的検
討における ｢概念｣ と ｢担い手｣ への着目の必要性へ
の言及を念頭に, 戦前期における社会事業団体雑誌で























『社会福利』 のうち 『社会事業』 の前雑誌である 『慈
善』 が創刊された 1909 年から第二次大戦終戦期まで
とする.
3 . 倫理的配慮








事は約 250 件であった. それらを検討した結果, 精神
病者への相談や, 精神衛生相談の機能や活動について
言及したのは 1915～1944 年の 19 の論文・記事であっ















1900 年に精神病者監護法 (明治 33 年法律第三十八
号) が, 日本における精神病者に関する最初の体系化
された法制として制定された. 第 1期では, 精神病院
法制定前であり, 雑誌の論調は, 医師による公立精神
病院の増設の提言 (和田 1914) や, 社会事業家によ
る ｢病院｣ で精神病者の収容の必要性を述べる論文

























病院ヲ設置スルコトヲ得｣ (第 1 条) とする精神病院
法 (大正 8年法律第二十五号) が制定され, 日本にお
いて精神病院の設置が初めて法制化される. さらに
1936 年には内務省で ｢精神衛生国策案｣ が示され,
全 10 項目中の 1つ ｢精神衛生対策｣ で, ｢精神衛生相
談所設置｣ が掲げられ, 日本の政策で初めて ｢精神衛






見地からの ｢予防｣ が重視される中で, 社会事業雑誌
においても ｢精神衛生｣ 相談に関する言及が増えてい
く.
吉田は昭和の始まる 1926 年から 1936 年の社会事業
の特長を ｢昭和初期の資本主義的危機, 準戦時体制へ
の移行｣ と位置づけ (吉田 2004：241), ｢昭和恐慌の
危機の中で折角芽生えた社会的デモクラシー下の社会
事業は, なしくずし的に準戦時下の社会事業に繰り込
まれていった｣ と示している (吉田 2004：260). 以
下に政策で初めて精神衛生相談所が示され, 準戦時体
制に移行する第 2期における社会事業雑誌の論調をみ
ていく. 第 2期は論文数が一番多く, 精神衛生相談の
実践も見られた時期である.
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表 1 三大社会事業雑誌論文および 『社会事業雑誌目次総覧』 における精神病者への相談・精神衛生相談に関する論文・記事
雑誌名：巻および号 発行年月 タイトル ページ 著者 著者の職種
1 社会と救済第 2巻 9号 1918 精神病者救済会について 17-20 杉江 薫 行政関係者・医師
2 社会事業第 6巻 10 号 1922 社会事業と衛生事務 91-94 窪田静太郎 社会事業関係者
3 社会事業第 8巻 7号 1924 ケースウオークとしての人事相談事業 19-26 三好豊太郎 社会事業関係者
4 東京府社会事業協会会報第 43 号 1928 時報：保健衛生 74
5 社会事業第 14 巻 5 号 1930 社会問題としての精神病 29-35 呉 秀三 精神科医
6 社会事業第 14 巻 11 号 1930 精神衛生の真髄 25-30 呉 秀三 精神科医
7 社会事業第 15 巻 6 号 1931 精神病学的社会奉仕事業 53-58 小峰 茂之 精神科医
8 社会事業 17 巻 2 号 1933 如何にして精神病を予防すべきか 90-96 杉田 直樹 精神科医
9 社会事業研究第 21 巻 11 号 1933 精神異常者と社会事業 8-17 内片 孫一 社会事業関係者
10 済生第 13 巻 8 号 1936 済生社会部たより 37-38
11 社会事業 22 巻 1 号 1938 戦争と精神病 2 -13 村松 常雄 精神科医
12 社会事業第 22 巻 10 号 1938 本邦に於けるヘルス・センター事業の概観 60-68 山田 敏正 行政関係者
13 児童研究第 39 巻 6 号 1938 児童と精神衛生―主として児童精神衛生相談の事業に就いて― 179-185 村松 常雄 精神科医
14 少年保護第 2巻 9号 1938 精神病は如何にすれば防げるか 28-33 村松 常雄 精神科医
15 同胞愛第 17 巻 2 号 1939 断種と精神衛生 69-77 竹内 愛二 社会事業関係者
16 児童保護第 9巻 5号 1939 精神衛生より見たる乳幼児保護の問題 361-365 村松 常雄 精神科医
17 社会事業第 24 巻 11 号 1940 紀元二千六百年全国社会事業大会 1-49
18 厚生事業第 24 巻 11 号 1940 社会保健婦事業の構造 4-18 天達 忠雄 社会事業関係者







の論文が挙げられる. 呉は, 1924 年より精神病者救
治会で精神病者相談所を開設しており (池田 1939：
40), 精神病者相談所開設の必要性の理由を次のよう










26) と述べ, ｢治療的相談所｣ の設置を提唱している.
また, 杉田直樹は 1933 年に, ｢精神病の発生の予防











には, ① ｢治療的相談所｣ という精神病者の立場にた




論文が挙げられる. 小峰は 1932 年に, ｢精神病学者,
社会事業家等で委員会の様なものを設けて時々此等病
者の予防救済に対する相談をなし｣, ｢精神健康相談所
を中央に設けて (略) 相談に応じ, 加えて反社会的の
行為を未然に防ぐことも必要｣ (小峰 1932：57) と示
し, ｢反社会的行為を防ぐ｣ 機能を意識した相談所を










(窪田 1923：3) と述べ, 社会事業が衛生事務に携わ
る重要性を指摘した.
また, 内務省嘱託の三好豊太郎は 1924 年に, ｢個人
の幸福｣ を主なる対策とする ｢個別事業｣ は ｢社会事
業の本質｣ と述べる (三好 1924：19). ここで三好は
｢人事相談の事業は個別事業の優なるもの｣ (三好
1924：19) と述べ, 警察署で開始が始まった人事相
談係等を紹介しながら, 専門的な ｢相談｣ の提言を行
う. また, ｢相談｣ とは異なるが, 長谷川良信は,
1925 年に ｢精神の変態が一の病気にして他の病気と
同様適当なる医療的治療を要する者であることをその
家族の者に理解せしめ｣ (長谷川 1925：41) る役割を




その流れの中で 1920 年代中盤より, 全国社会事業
大会および中央社会事業協会では, 社会事業と精神衛
生の関連を重要視する論調が示されていく. 具体的に
は, 1925 年の第 7 回全国社会事業大会で, ｢社会事業
と社会衛生は非常に密接な関係がある｣ と掲げられ,
1930 年の中央社会事業協会機関誌では特集 ｢精神科
学への待望｣ (14 巻 5 号) および ｢精神衛生と社会問
題｣ (14 巻 11 号) が組まれる.
特集 ｢精神衛生と社会問題｣ における座談会で, 原




会 1931：23) と述べ, 社会事業と ｢変質者｣ ｢国家の






事) の 1933 年の論文である. 内片は, ｢我々が切に望
む所は現在の病者に充分の保護を与える一方, 何とか
して精神病者の根絶期し度い｣ (内片 1933：11) と述
べた上で, ｢大都市には公立精神病もあり, 精神衛生
に関する相談所もある [筆者註：精神病者慈善救治会




介して (略) 媒介し｣ は ｢社会事業団体乃至社会事業






















して, 精神衛生学会主催の精神衛生展覧会が 1928 年
11 月 9 日から 29 日に東京市芝公園で開催され, 精神
衛生相談が実施されたことが報じられている (東京府
社会事業協会：1928：74). この ｢精神衛生相談｣ に
ついては, 精神衛生会機関誌でも報じており, ｢事業
は頗る好成績｣ ｢4 回の間に百三十余名｣ の来訪者が
あり, ｢一切無料｣ で ｢時には診察もし, 治療法の指
示もし, 微に入り細に渡って懇ろなる相談に応じた｣






1969). これについては, 山田が ｢ヘルス・センター
事業｣ として紹介し, ｢純然たる人類の福祉事業とし
て, 他の一方では国家の要望する人的資源の涵養施設
として｣ (山田 1938：61) と位置付けている. 同相談
を診断別にみると, ｢精神薄弱｣ ｢分裂病｣ ｢神経症｣
が多く (東京都中央保健所 1959：102), 幅広い精神
疾患に対応していたことがわかる. 同相談の事例をみ





第 3 に, 1928 年に米国の病院社会事業を範にして
開設された (社会福祉法人恩賜財団済生会2012：106),
東京市済生会病院相談部における ｢精神に病を持つ人｣




るのは社会部の尊い任務｣ (済生会 1936：37) ｢相談
にあずかる人が愛と同情の心をもってこれらの人々を
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れ, そのために 『国民生活の確保』 が厚生事業のテー
マ｣ であり (吉田 2004：261), そのふたつの ｢命題｣
が ｢厚生事業の課題であった｣ と示している. この二
つの ｢命題｣ は遠藤の ｢両義性｣ につながる言及であ













教育矯正機関の普及 (略) 等々が根本的に緊要｣ と示
し (村松 1938a：13), 非常時局に於ける精神衛生問
題の重要性から, 病院と並んで相談所を位置づけた).
また村松は同年, ｢異常児童の場合も (略) 治療上






psychiatric social workerが｣ ｢多忙な医師の為すべ
くして為し得ざるこの方面の相談役｣ (村松 1938b：
180) と医療職とは異なる社会事業婦を紹介するとと
ともに, ｢児童精神衛生相談事業｣ も ｢社会事業施設
の進展と相共に進まねばならない｣ (村松 1938b：





時期の満 5 . 6 歳以下せめて 10 歳以下位でひどい病
気の傾向のものを何とかしてリヤジヤストとなり教育
指導｣ (村松 1938c：30) の重要性を述べ, ｢予防｣ の
観点から児童精神衛生相談事業の重要性を説く (村松
1938c).
また 1939 年には, ｢早期発見と早期治療が肝心, 而
してこの為には精神衛生の関する常識の普及等精神衛
生相談, 鑑別相談が必要｣ であり, ｢精神衛生の問題
は精神的疾患, 異常等に限らず, 人間として正常なる
精神的人格的発達, 活動に関して常に注意されなけれ
ばならぬ｣ (村松 1919：5) と述べ, 早期発見早期治
療の観点からの精神衛相談の展開を力説する. このよ














73) と述べ, ｢断種法の限界｣ や有欠陥者の後天的原
因の除去からの視点から精神衛生を位置づけ, 児童相
談事業の必要性に言及した6).










えた ｢児童相談事業｣ への ｢精神衛生｣ の応用への言
及である.
いずれも児童精神医学や児童相談を重視した立場か




social worker｣ や ｢相談事業｣ を提唱した点は, 精
神病者の生命や生活を護るという立場とも通じて, そ
の論調が見られたと位置づけられよう.
4 . 第 4 期：紀元 2600 年記念全国社会事業大会決議
～終戦：米国理論の紹介と ｢人間を理解し得べき
視点｣ からの精神衛生相談の提唱 (1940～1944 年)
1940 年 10 月, 厚生省および中央社会事業協会の共
同開催で紀元 2600 年記念全国社会事業大会が開催さ
れる. 吉田は同大会について ｢『万民翼賛体制』 を指
導理念とし, 人的資源の確保育成, 国民生活の確保を
二大目的にし｣ ｢戦時下厚生事業が厚生事業としてはっ
きり確立した｣ と位置づけている (吉田 2004：273)
が, 同大会は厚生省と中央社会事業協会が共に ｢精神
衛生相談所｣ を掲げた点で重要な位置を占める.
同大会の第一部会 ｢国民健康に関する事項｣ は ｢現
下の時局に鑑み国民保健に完璧を期する蓋し喫緊｣ で
｢特に力を用いるべき事項｣ (中央社会事業協会 1940：
13) として 5 点が挙がり, 2 点目の ｢結核, 精神病,
癩病及び性病｣ の ｢四｣ で ｢精神衛生相談所を拡充す
ること｣ と示された (中央社会事業協会 1940：14).
精神衛生相談所が取り上げられた ｢国民保健に関す
る事項｣ は, ｢参会するものは全部会を通じ最も多方








1941 年度の相談件数は 114 件, うち 1942 年 1 月は 6










1944 年に村松は, ｢身体的にも, 精神的にも (略)
種々の意味で低劣, 病的な類のものも亦混入すべきは
当然｣ (村松 1944：12) と主張する. さらに ｢種々の
問題を持つ者の混在が推定せらるる人を指導するもの
は先ずよく 『人間』 を理解し得べき｣ と述べるととも
に, ｢専門的知識を要する問題については, 専門家に
よる相談所的施設を要する｣ (村松 1944：14) と言及
する. このように, 村松が終戦前年まで ｢病的な類の












雄は, 1941 年 11 月 ｢本文は主としてエール大学医学
部公衆衛生担当教授ヒースコック氏の著書による｣ と
示しながら, ｢社会保健婦事業の構造｣ を論じた (天
達 1940). ここでは, 社会保健婦事業について ｢疾病
の早期診断及早期療養を確保せしむべく助力すること｣









1940 年に社会事業研究所は 『社会保健婦』 を刊行
している.同書は同研究所の天達が ｢専ら編述に当り｣













































た. 検討の結果, 以下 3点が論調の特徴として示され
た.
第一に, 社会事業関係者が精神衛生相談に求める機






｢病的な類のものの混入が当然｣ (村松 1944：12) と
いう精神病者へのまなざしをもったものとの 2つの視
点がみられたが, 社会事業関係者による言及も, 吉田






第二に, 精神衛生相談については, 村松の ｢社会事


























































1 ) 精神障害者という用語は 1950 年制定の精神衛生法で
定められたものであるため, 本研究では精神病者監護法
(1900 年制定) および精神病院法 (1919 年制定) で用い
られていた ｢精神病者｣ を使用する.
2 ) これら雑誌について, 池田は 1908 年に発足した中央
慈善協会について ｢中央集権的な半官半民の組織によっ
て実現された｣ と述べ (池田：1997：378), 東京府社会
事業協会 (1917 年設立) および大阪社会事業連盟
(1925 年設立) については, ｢各府県組織のうち, 東京・
大阪などの大都市をかかえている協会の活動がもっとも
盛ん｣ と位置付けていおり (池田 1997：520), これら
三団体の重要性が示されている.
3 ) 社会福祉の ｢両義性｣ については, 永岡 (1987) も指
摘する点である. この ｢両義性｣ に関連して古川は ｢社
会福祉の二つの機能｣ を示し, ｢これら二つの機能は盾
の両面｣ と述べており (古川 2002：12), この ｢両義性｣
や ｢二面性｣ は今日に続く重要な視角である.
4 ) 19 点のうち, 窪田および三好の論文は, ｢精神病者｣
や ｢精神衛生｣ に関する相談への言及はみられず, ｢衛
生事務｣ や ｢ケースウオーク｣ に関する言及であるが,
その後の ｢精神衛生｣ や ｢相談｣ につながるものと考え
られため, 表 1に含んでいる.




6 ) 竹内は 1920 年代に米国に留学経験があり, 1938 年に
は 『ケースウオークの理論と実際』 を著している. 同書
では竹内自身が ｢精神衛生上の問題｣ を解決する事例も
示され (竹内 1938：283), ｢精神衛生学的ケースウオー
ク｣ への関心の高さがうかがえる. 今日, 竹内は ｢厚生
事業に合流し優生政策を容認｣ したと位置づけら研究も
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